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はじめに

昨年5月 、北九州市門司区で50代 男性 が生活保護 を受 けられず孤独死 しました。本来人の命 を

救 うべき 自治体が、人の命 を救えなかったことが全 国的に大きな波紋を与えま した。

また今年7月 に同 じく小倉北区で も 「おにぎり食べたい」 と日記 に書 き残 して男性が孤独死 し

ているのが発見 されま した。 このケースは、昨年12月 、「肝臓な どの病気で働 けない」 と生活保

護 を申請 、市は 「働 けるが当座 の生活費がなく、電気、ガス、水道 も止め られ 、生活が窮迫 して

いる」 として保護 を開始、 この4月 に辞退届を提出 し生活保護が廃止 されたものです。 当初市当

局は 「短期問の うちに 自立できたモデルケース」「市の対応に問題はなかった」と発表 し、市民や

全国か ら市に対 して抗議が殺到 しま した。

この問題の背景を考 えてい くと、今生活保護行政が直面す る大 きな変化 が浮 かび上がって きま

す。これはケースワーカー、監察指導員、面接官な ど生活保護にかかわる職員(以 下、生保CW等)

の仕事 と労働組合の運動 に大きな影響をもた らす ものです。

一つは生活保護制度をできるだけお金がかか らず、国民の自己責任に任せ る方向での制度改悪が進

行 していることです。これは国の財政赤字を減 らしてい くためのもので、社会保障について骨太方針

で1.6兆 円の削減を明記 し、この流れに沿って、生活保護制度では母子加算の廃止などが うたわれ、

昨年3月 には 「生活保護行政を適正に運営す るための手引き」を出すな ど 「適正化」を強めています

もう一つの流れは、これ まで国や 自治体がやるべきこととされた ものを民間に丸投 げ して専門

性や公的責任を投げ出 した り、公務員制度 の中に能力業績 主義を導入 して上意下達の職場をつ く

っていく方 向です。 これまで職場でお互い議論 しなが ら仕事 を進 めてきた ものが、職員個人が孤

立 して 「自己責任」で仕事する状況が生まれています。

これ らの流れや北九州 などの事件 に対 し自治労連は、「見直そ う、問い直そ う、仕事 と住民の安

全 ・安心」の運動 を展開 しなが ら、働 きがいのある職場 をめざし、住民の生存権 を保障 し、く ら

しや願いを しっか り受け止め運動を しています。

国民生活 の破壊が進行する中で、生活に疲れ、心 を病み、社会か ら阻害 されてい る人が今後ま

すます増 えてい く中、生活保護制度だけですべて解決 できる状況ではあ りませんが、住民がや っ

とた どりついた身近 な自治体一福祉の職場での対応 も重要な役割 を担っています。

この生活保護 の職場政策の前提 には、北九州市職労や埼玉県本部、大阪 自治労連で取 り組 まれ

てきた生活保護職場のア ンケー トが あること、その内容 は厚労省 の生活保護締め付 け、担当職員

の専門性 をないが しろに した人事政策な どのなかで苦渋 に満 ちた、 しか し憲法 と生活保護法 に立

脚 して仕事 をしよ うとす る 自治体労働者の姿があ ります。

自治労連 として生活保護制度の担い手である自治体職員の実態 を出 しなが ら、活気 があ り働 き

甲斐のある職場をめざすためにどのよ うな ことが必要か、今 日の現状 を打開 してい くために どう

すればよいのか率直に職場での話 し合いをするための政策討議案 として作成 しま した。

今後、職場の議論 と実践 をふ まえなが ら、 さらに豊かな内容に発展 させて くだ さい。
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国 生活保護を取り巻く情勢

(1)憲 法 改悪 にい た る構 造 改 革 の 流 れ

安倍首相 は、内閣スター トに際 して 「任期 中に憲法を変える」 ことを宣言 しま した。 自治労連

では、2006年10月 の地方 自治研究全国集会で、その 目的を 「海外で戦争す る国」「弱肉強食の 自

己責任社会」 と指摘 しま した。

自民党新憲法草案をみ るならば、「日本 国民は自らが帰属す る国や社会を愛情 と責任感 と気概 を

持 って 自ら支え守 る責務」、いわゆる 「自己責任」が前文に規定 されま した。そ して 「この憲法が

国民に保障す る自由及び権利は、国民の不断の努力 によって、これ を保持」とい うことが、「自由

および権利 には責任お よび義務が伴 うことを 自覚 しっつ、常に公益お よび公の秩序に反 しない よ

うに自由を享受 し権利 を行使」 とい う言葉に置 き換わ り、国民の基本的人権 を制限 して社会福祉

基礎構造改革の徹底を意図 しています。

政府 ・与党は、 こうした構造改革を遂行す るための人づ く り、公務員づ くりを急いでいます。

166通 常国会で公務員制度改革関連法が提出され、国家公務員法 「改正」にっいて成立 しま した。

これは任用 ・給与 ・分限を新たな人事評価制度によって処遇す るとい うもので、渡辺担当大臣は、

この法案 を経済財政諮 問会議において、「戦後 レジームか らの脱却の中核」と説明 しています。公

務員制度改革が、憲法 を中心 とした戦後の枠組みを根本的に変 えてい くことの 「中核」 に位置つ

くとい うものです。公務員の分野に も能力業績主義を徹底す るこ とによ り、憲法や生活保護法の

規定よ りも、首長、 自治体当局の方針や上司の命令 な どを優先 し、上意下達 の通 る構造改革 の遂

行者 としての役割を負わされ よ うとしています。

全国的には こうした能力業績主義や、 「国益 を優先 した公務員」づ くり(経済財政諮問会議 での

論議)を 先行 させ て実施す る自治体 も現れています。

(2)歳 出 削減 と して の 生 活 保 護 制 度 改 悪

増大する生活保護費に対 し、政府は一貫 して歳出削減をめ ざしてきま した。2011年 までに国の

基礎的収支均衡 のために社会保障を含む歳出削減 を盛 り込んだ 「2006骨太の方針」によ り、2007

年度に母子加算 の廃止に向けた見直 し、 リバース ・モーゲージの導入が実施 され、2008年 度に生

活扶助基準及び級地の見直 し等が行 われ よ うとしています。

厚生労働省は、「三位一体改革」のなかで、生活保護負担金の国庫負担割合 を4分 の3か ら2分

の1と す ると提案 しま したが、地方の反発によって現行で行 うことと 「生活保護の適正化 に資す

るJこ との合意が されま した。社会福祉基礎構造改革は、国の社会保障費の削減を 目標 とした も

のです が、同時に、地方分権化に連動 して社会福祉のあ り方 自体を変 える 目的をもっています。

地方六団体は、「生活保護制度等の基本 と検討すべ き課題 ～給付の適正化 のための方策(提 言)～ 」

に続いて、 「新たなセーフテ ィネ ッ ト検討会」の検討 を踏 まえ、「稼動世帯の5年 更新制度導入」

「高齢世帯等の金銭給付のみでCWを 配置 しないあ り方」「落層防止策のあ り方 とその新たな仕組

み」等を厚生労働省に要望 しま した。

国は、「貧 困と格差」の状況の中で財政上の観点か らで 「歳出削減」をはか り、制度改悪を含め

て生活保護費を削 るための施策 を展 開 し、地方 も 「三位 一体改革」での地方交付税の削減の中で

できる限 り保護を抑制 しよ うとしています。
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(3)厚 生 労働 省、 ア ウ トソ ー シ ン グ推 進 へ

「規制改革 ・民間開放推進会議」は、2004年10月4日 に厚生労働省 が所管す る福祉施策(生 活

保護制度)に 関す る厚生労働省 ヒア リングを行いま した。「規制改革 ・民間開放推進会議」の専門

委員の主張は、生活保護事務 を民間委託す る考えの一点に絞 られてお り、これ以降、厚生労働省

の生活保護制度運営の変化が顕著 に現れます。

厚生労働省は、「平成17年 度 における自立支援プログラムの基本方針 にっいて」 を、2005年3

.月31日 策定 し、非常勤 ・嘱託職員 としての雇用、外部委託な どを内容 とした社会 ・援護局長通知

を行いま した。

地方 自治法改正の 「吏員」を 「職員」に改めたのにつづいて、社会福祉法で も 「事務吏員又は

技術吏員」であった もの を 「都道府 県知事又は市町村長の補助機 関である職員」に改めま した。

これを受けて厚生労働省 は、地方 自治法の改正に伴 う社会福祉法の一部改正で、2007年4.月1

日から 「非常勤ケース ワーカー」を可 としま した。 この動 きは、職員の非常勤化だけでなく、「職

員業務の外部化」 とい う民間委託 にも連動 しよ うとしています。

2]職 場の実態はどうなっているか

(1)職 員 の 人 事 管 理 ・行 政 管 理 によ って 保 護 費 を 抑 制

生活保護費 を、自治体においてよりいっそ う削減 してい くためにはどうした らいいで しょうか。

職場 に正義感 あふれ、法制度に精通 した職員集 団が存在するな らば、それは容易 にできませ ん。

したが って保護費を抑制 した り、職場か らの要求 を抑 えた りしてい くためには、職場の職員集団

自体 を壊 してい く施策 をとるのが一番効率がよいのです。

餓死 ・孤独死が連続 して起 こっている北九州市では、北九州市職労がケース ワーカー を対象 と

したア ンケー トで昨年5月 に起 こった餓死について、「適切な処置40.0%」 「急迫保護 をかけるべ

き22.2%」 「保護 申請 させ るべき6.7%」 と、 「適切 な処置」が多数意見 となる市民の感覚 とかけ離

れた結果 で した。

その背景には、

① 生活保護決算額 は、決 して300億 円を超えさせ ない

② 申請率の低下と廃止件数の向上への 「数値 目標」の設定

③ 各福祉事務所長に 「適正化」 を競わせ る 「目標管理」

④ 「水際作成」遂行 のために 「面接主査」制度

⑤ 福祉事務所を支配す る人事管理制度

とい った職員 と生活保護行政に対す る評価 を含む管理が行われ ていると指摘 されています(経

済8月 号 「生活保護 『闇の北九州方式』」藤藪 貴治 ・北九州市立大学講師)。 特 に⑤ は重大な問題

で、ケー スワーカーには保護受給 中の廃止件数が、面接主査には申請書交付枚数制限の達成度 が、

福祉事務所長、保護課長にはその両者 が成果主義人事評価の物差 しとなってい ると推測 され てい

ます。住民の命 を左右す る生活保護抑制が、職員 の昇任や本庁への異動の 「成果」 の物差 しとな

っていることは重大です。 この 「目標」が北九州市における生活保護行政の方針 とされ ている以

上、それに異 を唱えること、そ して生活保護 の抑制が憲法や生活保護法に も反 してい ると思 うこ

と事態がむずか しいことは想像に難 くあ りません。
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北九州方式は、おそ らくもっとも極端な例か もしれ ませ んが、政策 目的が評価 の対象 となるこ

とは多かれ少なかれ全 国で見 られ る現象です し、国が進めよ うとしている公務員制度改革が本格

的になるな らば、各 自治体にい っそ う浸透 していくことにな ります。

(2)在 課 年 数 も短 く仕 事 を組 織 的 にお こな う こ と が 困難

職場集 団を壊す も う一つの方策 は、職員 の機械的な異動 です。 これ は東京の ように 「ジ ョブ ・

ローテーシ ョン」 ど呼ばれる制度の導入な ど意図的な場合 もあ ります し、それだけではな く、職

場の専門性 を考慮せず異動にっいての機械 的な政策 しか持たない 自治体でも、3年 か ら5年 の機

械的な異動が行われています。

アンケー トの中で も生保CW等 の異動基準は 「一般 の行政職場 と同 じ」 とす る自治体が多いこ

とや、「他の職場」よ りも早 く平均在課年数が短いもの となっています。(大 阪、北九州は、約半

数が3年 未満、埼玉は平均2年)

これは、本来高度 な専門性や憲法、生活保護法の理念を体現す る職員の養成に著 しい困難 をも

た らしています。また早い異動 は、職場集 団ができに くく、組織的に仕事を行 うことが困難 とな

っています。せ っかくっちかってきた経験が蓄積 されず、後の世代 に伝 わ りに くくな ります。

(3)仕 事 量 に見 合 った職 員配 置 を放 棄

貧 困と格差社会が進行す る下で、生活保護の相談件数 と受給世帯数 は増加 しています。 これに

伴い、福祉事務所職員 の必要な配置が求め られていますが、「2004年度 において全国の1225福 祉

事務所の うち281ヶ 所 は必要なケースワーカー を満 た してお らず、ケース ワーカーの不足数は

1,198人 。」で 「年 々、不足数が増加 して」(厚 生労働省 白書)い るのが現状です。

また、年度途中で欠員が生 じても 「正規職員」で補充 され る福祉事務所は皆無に等 しい実態 です。

この要因 として、①各 自治体当局の 「定数削減計画」によ り、「増員が必要な」福祉事務所 も 「人

員の抑制」 をしていること。その うえ総務省の 自治体への集 中改革プランでの 「職員削減計画」

提出強要の通知がそれに拍車 をかけてい ること。②平成12年 の社会福祉法改正で職員配置基準が

それ までの 「法定数」か ら 「標準数」 と改められた ことか ら、厚労省が 「職員配置は 自治体の問

題。保護実施上問題が生 じているよ うであれば指摘す る」 との見解 をと り、少な くない自治体当

局 も「標準数配置はあ くまでも 目安である」として適正な職員配置 をしない姿勢を とってい ること。

③ い くつかの 自治体では、正規職員 の生保CW等 増員 を図るべきであるのを非常勤職員で対応 し

た り、一部の事務 をア ウ トソーシング してい ることがあげられます。

この ことによ り、人員が充足 していない多 くの福祉事務所職場では、

ア 残 業が多い。

イ 年休 ・生理休暇等の権利行使が しづ らい。

ウ 健康 を害す る人 も少な くない。

実態にあ ります。

(4)専 門職 員 配 置 と専 門 性 を高 め る研 修 が不 十 分

2002年 の厚労省調査では、職員の資格保有状況では、社会福祉主事の約35%、 査察指導員の約

25%が 無資格者であ り、有資格の多 くも、3科 目主事(大 学の一般教養課程の社会科学3科 目取得

者)が 占めています。
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ケー ス ワー カー を指 導す る査察 指導 員 は、 そ の4分 の1以 上 が ケー ス ワー カ ー の経 験 が あ りま

せ ん。

研 修 の体 系的 な シス テ ムを もち、全 員 を計画 的 に履修 させ てい る実績 を持 っ てい る福祉 事務 所

は少 な いの が現状 です 。

大 阪 自治 労連 の ア ンケ ー トで は、新 任研 修 は3日 以 内が43.7%、1週 間以 内が29.9%、2週 間

以 内が4.8%、 特 にな いが16.7%で した。

仕 事 が忙 し く研 修 に 「い けな い」 「送 り出せ ない」現 実 もあ ります 。

この よ うな下 で、職 員 が 自信 を持 って働 くこ とや 育 成上 に も障害 を生 じてい ます。

(5)保 護 法 「改 正 」 と 「適 正 化」 で被 保 護 者 と矛 盾 が 激 化 、 高 ま るス トレス

もともと生保CW等 は、 「被保護者 」の生活 と声に向き合 う行政 の窓 口の第一線であ り、 「法に

基づ く行政の執行官」 とい う側面 と同時に住民の苦悩 を知 る立場にあ り、被保護者 と真摯 に向き

合っていけば、心理的にも肉体的にもハー ドな仕事です。

現在、「老齢加算廃止」に続 いて 「母子加算廃止」等 「保護基準の見直 し」が行われ、福祉 事務

所では国の 「適正化」通知による具体化施策が実施 されています。

「123号通知」にもとつ く 「適正化」、05年3月 厚労省通知 「生活保護行政 を適正に運用す るた

めの手引き」な どを機械 的に実施 した り、「自立支援プログラム」の具体化を狭い就労 自立のみで

とらえ、本人の稼働能力 を客観的 ・組織的に判断することなく就労指導を行 う福祉事務所があれ

ば問題 です。

また、不動産所有の65歳 以上の高齢者 に対する リバース ・モーゲージの実施は、「住民本位 の

仕事が したい」の願いを持つ職場労働者の新たな悩み とス トレスになっています。

(6)社 会 福 祉 関 連 法 、 医療 法 改 悪 等 で 生 活 保 護 業 務 も 一 層 複 雑 、 困 難 に

介護保険法の度重 なる 「改]E」 や障害者 自立支援法制定、医療法 「改正」による社会資源の変

化の把握 とそれに伴 う生活保護業務の事務が煩雑化 し、そ して増大 しています。

職場の仲間か ら 「各種調査の回答事務が多いのに、さらに本来の処遇 に時間がかけ られ なくな

る」「正確 にすばや く覚えるのが大変で仕事に自信がなくなる。」の悩み も出 されています。

(7)喜 ばれ る仕 事 が した い と多 くの 労働 者 が 働 き が い を 求 め て い る

生保CW等 にとって数 々のマイナス要因はあ りますが、それで も住民に喜ばれ る仕事を したい

と考えています。 業務執行の うえで様々な困難 を ともない時にはス トレスも大きな仕事であ りま

すが、就労 自立の際に礼を言われた とき、被保護者の遺族か ら感謝 された時、DVの 対応 をして う

まくいった とき、等 「困難を克服 した時、達成感がある。」のが職場の声です。また、各種のアン

ケー トでも経験年数が高 くなるほ ど 「も う少 し、この職場にいたい。」との意識が高 くなっていま

す。

これは、一定の経験によって、仕事の ノウハ ウが習得 されい くっかの困難を克服 してだんだん

自信 を深 めてい る結果 といえます。
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團 人権を尊重する生活保護行政確立を求める自治労連運動

自治労連は、「人権を保 障す る生活保護制度の確立」は社会保障闘争の重要な柱 として位置づけ

て闘いをすす めてきま した。

具体的には、

(1)政 府予算 における社会保障切 り捨て、生活保護基準の切 り下げに反対す る見解を明 らかに し、

国民 とのIf.同に よる国会闘争や厚労省交渉を展開 してきま した。 また、国の 「適正化」攻撃

に反対 し、地方組織に対 し、地方議会 ・首長 にたい した取 り組みを強化す るための 自治体闘

争 を提起 しま した。

(2)中 央社会保障協議会の呼びかけによる 「北九州市生活保護全国調査団」に参加 し、餓死事件

の真相 究明 と人権侵 害の行政の対応 に抗議す るとともに、 「生活相談」 「関係住民 との懇 談」

をお こないま した。

(3)「厚労省」による「適正化」に迎合 しようとす る全国市長会の動 向を警戒 し、「解 明交渉」を実

施 します。

(4)地 方 自治研 究全国集会 「生活保護分科会」を関係団体 と共同 して成功 させ 、住民 との対話 と

研究を実施。各地方単組 の奮闘で各地方 において 自治研究集会が実施 され ています。

(5)「 生存権裁判を支援す る全国連絡会」の事務局団体 として闘いをすす めています。

(6)福 祉事務所職場を含 む社会福祉労働者交流会を開催 し、交流 と学習 をつ うじて 「人権保 障す

る保護行政のあ り方」 「民主的な職場づ くり」 「働 きがいのある職場づ く り」 を探求 してきま

した。

これ らの運動 に多 くの福祉事務所の組合員が参加 し、職場において戦線 の拡大の努力 を してい

ることは言 うまでもあ りませ ん。

自治労連は、職場 において 「働 きがいのある職場づ くり」「住民の人権 を守る行政 をっ くる」た

めの検証 を提起 し、この分野の諸課題 において国民 と連帯 した運動 の強化 を図るものです。

國 私たちの提言

い うまで もな く生活保護制度は、憲法25条 に基づいて国が国民の生存権を保障す る根幹の制度

です。具体的には、国が決める最低生活費 より収入、資産等が少ない場合、その足 りない分 を金

銭や現物(医 療や介護な どのサー ビス)を 支給す ることで補 う所得保障 としてお こなわれ ます。

そ して生保CW等 の仕事 は、生活保護利用者 のさまざまな生活上の問題 の解決 を通 して、健康で

文化的な最低限度 の生活の保障 を保障 し、 自立 に向けた援助をお こな うことです。所得保障 とし

ての給付 とはいえ、生活保護CW等 は、ただ国が定めた基準によって生活保護費 を支給 していれ

ばよい とい うものではなく、必要な医療が受 けられているのか、健康で文化的な最低限度の生活

が送れているのか、借金返済で再び生活 に困窮 していないかなどを訪問時に確認す る必要があ り

ます。生活保護費 の増減はきちん と説明責任 を果た し、透明性 を保つ ことも求められます。また

生活保護 の適用 には、利用 し得 る資産、能力その他 あらゆるものを活用す ることが要件 とされ(法

第4条)、 他の法律や制度での給付、民法上の扶養義務者の扶養が優先 されるため、生活保護CW
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等は利用者の私生活に深 く入 り込み、かっ他の法律や制度に関す る豊富な知識 を要求 されます。

さらに厚生労働省 「生活保護の在 り方専門委員会」が示す ように、 自立支援(就 労等 による経済

的 自立、 日常生活の 自立、社会生活の 自立)に っいても、 「自立の助長」(法1条)に 向けた活動

の一環 として、生保CW等 に求められています。生保CW等 は、住民 ・利用者 が抱える生活上の

問題 を解決す るために どうすればよいかを住民 ・利用者 と一緒 に考 え、実現に向けて奮闘す る 「福

祉 の心」 をもった専門職です。

しか し構造改革の嵐は、生活保護の職場 にも深刻 な問題 をもた らしています。一方では 自治体

構造改革 によって正規職員が削減 され、不安定 ・低賃金雇用の非正規職員に置き換 えられ、上意

下達の仕事の進 め方へ と変化 し、他方 では福祉 の構造改革 によって 「自立 自助」「自己責任」が強

調 され 、国の責任 を後退 させ 、福祉関連施策 と予算は削減 され、生保CW等 が住民、利用者 の立

場 に立って福祉行政 を遂行す ることが、ますます困難になっています。国の貧困な福祉行政に対

して、これまでも生保CW等 は、住民の暮 らしに接 している現場か ら、「実施 要領の改正意見」を

提 出し、特別基準設定の協議 をお こな うなど、制度 ・施策 を改善 させてきた歴史をもっています

が、生保CW等 の専門性の..、 ゆとりのない職場態勢 、上意下達型の行政運営、能力成果主義

賃金の導入等によって、国や 自治体 当局の方針に異論を唱 え、改善を求 めることは、 さらに困難

になっています。

だか らこそ、生活保護行政 をめ ぐる危機 的な状況 を根本的に改革するためには、生保CWが 確

信 と誇 りをもって、住民 ・利用者が抱える生活上の問題 を解決す るために どうすれば よいかを住

民 ・利用者 と一緒に考 え、実現に向けて奮闘す ることが求め られ てお り、そのための仕事 と職場

のあ り方を改善することが不可欠です。以下、具体的な提案をお こないます。

提案1(福 祉職場の態勢)

住民の立場 に立 って福祉の仕事を遂行できるように、生保CW等 の専門性 を確保 し、必

要かつ十分な生保CW等 を配置 し、民主的 ・組織的の職場運営を図ること。

生保CW等 は、生活保護の申請者 ・利用者 の思いや訴えに耳を傾 け、思いに寄 り添い、その人

の置かれている立場 を理解することが必要です。そのためには、生保CW等 自身の時間的 ・精神

的な余裕 と、組織 としての対応 、他機関 との連携が不可欠です。

しか し、 ワーキングプアや格差の拡大等による生活保護利用者の増加 と、DVや 多重債務 、薬

物依存 など問題 の多様化 と深刻化、「自立支援プ ログラム」や 「自主的内部点検」と称する各種 の

調査等が増加 しているに もかかわ らず、必要な生保CW等 の配置がな されてお らず、「徴税か ら福

祉へ」 「3-5年 以 内で異動」 などとい う人事がな されています。その結果、ゆ とりをもって申請

者、利用者 に当たること、専門性 を培 うこと、職場会議等で組織 的に仕事 を進めることなどが困

難になっています。

以上 をふまえ、次の ことを提案 します。

① 生保CWを 、都市部の 自治体 にあっては、当面 「80対1」 を基準に必ず配置 し、生活保護

事務職員 について も、保護世帯の増加に対応 して配置すること。基準を実効あるものにす るた

めに、毎年、実施状況を調査 し、結果を公表 し、長期にわたって基準を下回っている場合 は、

改善計画の策定を義務付けること。

② 生保CW等 は、臨時 ・非常勤ではなく、]E規 職員 を当てるこ と。現に臨時 ・非常勤職員 を生
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保CW等 に当ててい る場合 にあっては、継続雇用 と正規職員並みの均等待遇をお こない、研修

や職場会議等による専門性の確保 と雇用の継続性 を保障す ること。

③ 生保CW等 に対す る新任研修、専門知識や他法 ・他施策な どを学べ る現任(者)研 修 を充実

す ること。

③ 職員の一定数以上 を福祉職 として別枠採用す るとともに、行政職職員 にっいて も専門性が確

保できるよ うに異動期 間を一定期 間(例 えば5年)以 上 に し、希望す る者には引き続 き生保C

W等 に従事 させ ること。

提案2(制 度の運用)

生活保護制度 を、生活 に困窮 している住民にとって利用 しやすいものに改善 し、広 く

住民の中に、生存権保障 としての生活保護制度をいきわたらせること。

生活保護制度は 「最後のセーフティネ ッ ト」 と言われるよ うに、他 の法律や制度での給付が優

先 され、その うえで、健康で文化的な生活 を保障する制度 です。 ところが、福祉や医療、年金な

ど、他の社会保障制度が改悪 されているため、生活保護制度が果たす役割 がます ます広 く、重 く

なっています。貧困で苦 しんでいる住民の抱 える生活上の悩みや問題 を丸 ごと受け入れ、他 の窓

口や相談機関を紹介す るだけでなく、そ こで解決 しなけれ ば再度相談に来てもらうな ど、市民に

とって安心できる総合相談的な機能を充実 させ 、一つひ とつの問題 に丁寧に対応す ることが求め

られています。

しか し国は 「生活保護行政を適]Eに 実施す るための手引き」を定め、全面的な 「適正化」を実

施 し、生活 に困窮す る住民か ら生活保護 を遠 ざけよ うとしています。 その結果、住民が生活保護

制度 を利用する権利が、 しば しば侵 され る事件 、問題が相次いで起 こっています。

以上をふまえ、次 のことを提案 します。

① 人権無視 の生活保護 「適正化」政策 をやめること。

② 生活保護 の 「廃止件数」や 「申請受理率」(生活保護決定件数/申 請件数)な どの数値 目標 を

設定 しない こと。

*数 値 目標の設定は、強引に辞退届 を提 出させて廃止 し、申請す ら受 け付 けない事件 を招 くこ

とにもつなが り、福祉事務所が住民か ら信頼 され る機 関にな りません。

③ リバース ・モー ゲージを利用 した貸付制度を、 申請者 ・利用者に強要 しない こと。

④ 「自立支援 プログラム」への参加 の強制、プログラム終了に伴 う 「機械的な保護廃止Jを お

こなわない こと。

*国 も 「プ ログラムへの参加は本人の同意 に基づ く」 とい う基準を示 しています。

提言3(制 度と施策)

誰もが健康で文化的な生活を営む最低保障である生活保護制度において、これ以上、

最低生活基準を引き下げるのではなく、充実させること。

「構造改革」の もとで、大金持ち ・資産家が優遇 される一方 で、非正規 ・低賃金雇用によって働

いているのに生活保護基準以下の生活で暮 らす 「ワーキングプア」、40年 間かけて も月6万6千

円余 しか受 け取れない貧 しい年金 によって、年金 のみの収入 の高齢者世帯は生活保護基準以下 と

一g一



い う暮 らしが広 がっています。

ところが、政府や財界、全国知事会な どの一部では、最低保障年金の創設や最低賃金の大幅な

引き上げによって人間 らしい生活を保障 しよ うとい うのではな く、生活保護最低生活費が高い こ

とが問題であ り、最低生活費を引き下げれば矛盾は解決す るとい う乱暴な意見が出 されています。

国は 「生活保護 の在 り方専門委員会」報告の都合 のよい部分だ けをっまみ食い し、老齢加 算や

母子加算 を廃止 し、さらに生活保護基準の引き下げや等級格差 を縮小 しよ うとしています。その

一方で、憲法第25条 にもとついて国が全面的に責任 を持っべき生活保護制度の財源 を地方 自治体

の負担割合 を増やすことによって国の責任 を後退 させ ようとしています。

本来、真摯に検討すべ きことは、人間 らしく暮 らしていける健康で文化的な最低 限度の生活 と

は一体 どんなものなのか、最低生活費を引き下げてもそのよ うな暮 らしが保 障 され るのか とい う

ことではないで しょうか。

以上 をふ まえ、次のことを提案 します。

① 生活保護基準の引き下げや等級格差 の縮小 を行わないこと。母子加算、老齢加算 を復活 させ

ること。

③ 生活保護制度 に対す る国の責任 を堅持 し、生活保護費の国庫負担率の削減 を行 わず、当面、

10分 の8へ 戻す こと。

固 自治労連の役割と決意

今 日、生活保護 をめぐって、 自治体労働組合には二つの役割が求め られています。第一に、生

活保護制度の改悪 を許 さず、改善 させ る国民的運動 を推進す ること、第二に、民主的な職場 をつ

くり、憲法の理念にたった生活保護制度の運用をはかること。 この 「生活保護の職場政策一住民

の 『生きること』を保障す る仕事 と職場をめざして(案)一」は、後者 の運動 を進 めるために作成 し

ま した。

一方では
、生活保障水 準の引き下げ と受給抑制 などの生活保護制度の改悪がすすめ られ、他方

では、職員削減 ・非正規化 ・民間委託 と国の財政保障の縮小、職場 ・職員に対す る上意下達 の支

配が強め られてい るもとで、 自治体労働組合が、住民の 「生 きること」を保障す る仕事 と職場 を

実現 し、職場か ら生活保護の制度 と運用の改善を図 る取 り組みをすす めることが、決定的に重要

になっています。

自治労連は、自治体労働者 の労働条件の改善 と働 きやす い職場づ くりの課題 と、住民の権利 と

暮 らしを守 る自治体づ くりの課題 を統一的にとらえ、運動 してきた、わが国で唯一の産業別労働

組合 として、生活保護をめ ぐる今 日的課題 にも、憲法 を職場、仕事に貫 くことを基本 に、積極的

に取 り組む ものです。

具体的には、第一 に、地方組織、単組 が、 この職場政策案をもって当該職場での懇談、討議を

おこない、職場の実態に即 した 自治体 当局や国に対す る要求 ・提案 をま とめ、運動す ること、第

二に、生保CW等 の労働組合への組織化 と、福祉職場で住民の立場に立った 自由な論議がで きる

情況 をつ くる とい う点での 「職場に労働組合をっ くる」 ことを呼びかけるものです。特に、生保

の現場に労働組合 に基づ く職員集団をつ くってい くことは、生活保護制度を住民の 「生きること」

を保障す るもの とするため、そ して職員の生きがい働きがいを守る意 味で も必要です。
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